反論権
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１９８７年４月２４日、最高裁判所第二法廷はいわゆるサンケイ新聞意見広告訴訟について、原告である日本共産党の上告を棄却する判決を言い渡しました。これによって、被告である産経新聞社の発行する新聞に掲載された自由民主党の意見広告によって事実に反する誹謗中傷を受け同党への信頼を低下させられたとして同一スペースの反論文の無料掲載を求めていた原告の請求は全面的に退けられました。
　記事等により批判・攻撃を受けた者が同一メディア、同一スペースでの無料の反論を認められることを内容とする反論権の概念は、学説上一般にはアクセス権の一内容としてとらえられています。

　反論権の主張の背景には、マス・メディアの巨大化・独占化のもとで情報の受け手の地位に固定された国民を、一定の範囲内で送り手の地位に復権させることを目指し、そのことを通じて国民の受け取る思想・情報の多様性を確保しようとする主張があります。

しかし、このような反論権の主張は言論・表現の自由の伝統的な観念と衝突する契機を含んでおり、反論権を認めることは、メディアの表現の自由（編集の自由）に対しての萎縮効果、精神的自由の領域への国家介入の増大の危険性があります。

　今年のディベートでは、「新聞や雑誌で名誉毀損がなされた場合、裁判所はその被害者を救済するため、同じ媒体に同一量のスペースを使って、被害者の反論を無料で掲載することを加害者に対して命じることはできるか？」という論題を扱いました。名誉毀損という不法行為を前提としたとき、反論権と編集の自由という表現の自由同士が衝突した場合、どのように解決すべきであるかを検討したいと思います。
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